	ふるさと納税ワンストップ特例制度
 
確定申告をする必要がない給与所得者等の方が、ふるさと納税を行う際に、(1)、(2)をおこなうことで確定申告が不要となる特例的な仕組みです。
 　　(1)寄付先団体に「寄附金税額控除に係る申告特例申請書」を提出
　　(2)寄附団体先が、寄付された方の住所地への市町村へ控除申請を代わりに行う
 　ただし、この特例制度は、平成27年4月1日以降に行う納税（寄附）が対象となります。
 
　平成27年1月1日から3月31日までに納税（寄附）を行った方が、平成27年中のふるさと納税について控除をうけるためには、確定申告をする必要があります。
（平成28年以降のふるさと納税については、5団体以内であれば、ふるさと納税ワンストップ特例制度の適用を受けることが可能です。）
　なお、5団体を超える自治体にふるさと納税をした方や、ふるさと納税の有無にかかわらず確定申告が必要な方は、この特例は適用できません。
　ふるさと納税ワンストップ特例制度の適用を受ける方は、所得税からの還付は発生せず、個人住民税からの控除で税の軽減が行われます（ふるさと納税を行った翌年の6月以降に支払う個人住民税が軽減されます）。
 
申告の特例を受けることができる方
　次の(1)及び(2)の条件を満たす方になります。
　　(1)地方税法附則第7条第1項（第8項）に規定する申告特例対象寄付者であること
　　　　（ふるさと納税による寄付金控除を受ける目的とは別に、所得税や住民税の申告をする必要がない人）
　　(2)地方税法附則第7条第2項（第9項）に規定する要件に該当する者であること
　　　　（ふるさと納税による寄付先団体の数が5以下であると見込まれる方）
 
　以上、(1)及び(2)の条件を満たし、申告の特例を受けようとする方は、[image: 添付資料] 申告特例申請書 [image: 新しいウィンドウで]（PDF：232.9キロバイト）
をダウンロードし、寄付先団体へご提出ください。
　提出済の申請書の内容に変更（転居による住所変更など）があった場合、ふるさと納税をした翌年の1月10日までにふるさと納税先団体へ[image: 添付資料] 申告特例申請事項変更届出書 [image: 新しいウィンドウで]（PDF：222.7キロバイト）を提出する必要があります。
 
　そのほか、本制度に関することは、ふるさと納税ポータルサイト（総務省）をご覧ください。
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